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 私立幼稚園（認定こども園を含む）に対する意向調査の結果報告 

 

１ 認定こども園でない私立幼稚園に対する質問票 
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２ 認定こども園に対する質問票 
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 第５回基準等検討ワーキンググループ資料集 再掲 

                              （※第５回基準等検討ＷＧ資料集を一部修正） 

議事（１） 公定価格 

 

１ 新制度における利用者負担額と公定価格の概要 

 

（１）利用者負担額 

  政令で定める額を限度として支給認定保護者の世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市町村が

定める額 （子ども・子育て支援法２７条３項２号、２９条３項２号） 

 ＝利用者の負担能力を勘案した応能負担を基本として定める 

 

（２）公定価格 

  認定区分（１号認定、２号認定、３号認定）、保育必要量、施設の所在する地域等を勘案して算定さ

れる教育・保育、地域型保育に通常要する費用の額を勘案して内閣総理大臣が定める基準により算定

した費用の額 （子ども・子育て支援法２７条３項１号、２９条３項１号） 

 ＝施設型給付費・地域型保育給付費の対象となる教育・保育、地域型保育に係る費用の額を算定する

ための基準 

 

（３）施設型給付費、地域型保育給付費の基本構造は、「内閣総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」（公定価格）から「政令で定める額を限度として市町村が定める額」（利用者負担額）を控除

した額である。 

 

 「給付費」＝「公定価格」 － 「利用者負担額」 

※ 市町村は、「利用者負担額」を設定する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２ 
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２ 公定価格の構造 

 

（１）公定価格設定の基本的な考え方 

 

ア 基本額は、地域区分別（７区分）、定員区分別、認定区分別、年齢区分別等に応じて金額が算定さ

れる。 

イ 基本額は、質の確保・向上が図られた学校教育・保育を提供するために必要な水準として、人員

配置基準や設備環境を基に、人件費、事業費、管理費等に相当する費用として算定される。 

ウ 人件費相当分については、職員の配置基準や施設の開所時間を踏まえた単価設定を行う。この際、

子どもの過ごす時間と職員が勤務する時間の違いを踏まえ、認定時間数に対応する価格設定ではな

く、必要な職員の配置を考慮した単価設定を行う。 

エ 子どもの年齢及び人数に対応した給付を基本とするが、施設の規模による経費構造の違いや地域

別の人件費などの違いを考慮し、利用定員規模別、地域別の単価設定を行う。 

 オ 休日保育、早朝・夜間保育については加算により対応する。 

 カ 施設の減価償却費の一定割合に相当する費用等についても、加算額として算定する。 

キ 保育料のほか、実費徴収（通園送迎費、給食費、文房具費、行事費等の徴収）、それ以外の上乗せ

徴収（教育・保育の質の向上を図るための費用の徴収）が可能とされている。 

 

 

基本額 

地域区分 施設の所在する地域(市町村)に応じて設定される事項 

定員区分 施設の利用定員に応じて設定される事項 

認定区分 認定区分に応じて設定される事項 

年齢区分 子どもの満年齢に応じて設定される事項 

加算額 

加算区分１ 
地域の状況・勤続年数等に応じてさまざま加算率等が反映される事項 

 (例) 処遇改善等加算等 

加算区分２ 
地域区分に関係なく、一律の金額を算定される事項 

 (例) 冷暖房費加算、栄養管理加算、第三者評価受診等 
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＜参考＞公定価格仮単価の構成（認定こども園教育標準時間(１号)認定の場合） 

 

 

 

 

（２）公定価格仮単価の位置付けについて 

 

 ア 新制度への参入等に当たっての判断材料 

公定価格の具体的な内容は、国の各年度の予算編成において財源の確保とセットで検討され、各年度の予

算において確定するものであるが、地方自治体・事業者等の関係者が安心して準備を進め、新制度を円滑

に実施するために新制度への参入・事業展開に当たっての判断材料となる情報が必要であるため、公定価

格の仮単価が提示されている。 

   

イ 0.7兆円の財源確保を前提とした仮単価 

公定価格の仮単価は、税制抜本改革法の定めのとおり消費税率の引き上げが行われた場合、平成29年度

に消費税収額が満年度化し、子ども・子育て支援分野に 0.7兆円程度の財源が確保される予定であるこ

とを踏まえ、作成されている。 

  

ウ 平成27・28年度単価は予算編成により確定 

平成 27・28年度は、消費税額が、満年度化する前の年度であり、消費税増収額のうち子ども・子育て

支援分野に充てられる額は、各年度の予算編成を経て確定するものであることから、平成 27・28年度

単価は、それぞれ平成27・28年度の予算編成時に確定することとなる。この場合、平成27・28年度

の公定価格は、仮単価の水準とで消費税増収分を反映させない現行での水準との間の水準となることが想

定される。 
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 議事（２） 利用者負担 

 

１ 国が示す基本的な考え方 

 

（１）新制度における利用者負担の基本構造 

 

ア 新制度における利用者負担については、法律上、世帯の所得の状況その他の事情を勘案して定め

ることとされており、現行の幼稚園、保育所の利用者負担の水準を基に、国が定める水準を限度と

して具体的な水準を設定する。 

 

※参考 参議院 社会保障と税の一体改革に関する特別委員会附帯決議 (平成24年8月10日) 

施設型給付、地域型保育給付等の利用者負担は、保護者の所得に応じた応能負担とし、具体的な

水準の設定に当たっては、現行の幼稚園と保育所の利用者負担の水準を基に、両者の整合性の確保

に十分配慮すること。 

 

イ 現在の保育所に係る利用者負担は、所得税額を基に階層区分を設定しているが、新制度の実施主

体である市町村の事務簡素化を図るため、新制度における階層区分については、市町村税額を基に

行う。 

 

ウ 教育標準時間認定を受ける子ども（1号認定子ども）については、現行の幼稚園奨励助成金を考

慮して、利用者が現在負担している利用料を基に、利用者負担額を検討する。 

 

エ 保育認定を受ける子ども（2号及び3号認定子ども）については、現行の保育所運営費による保

育料設定を考慮して、利用者負担額を検討する。その際に、1号認定子どもの利用者負担額との整

合性の確保に配慮する。 

 

オ 利用者負担については、市の財源等の状況により大きく左右されるため、最終的には市において

判断を行う。 

 

 

（２）上乗せ徴収について 

 

ア 教育・保育の質の向上のために徴収されるものであり、保護者に説明し同意を得た上で徴収する

ことができる。 

 

イ 幼稚園入園料の取扱いについては、教育に要する費用を賄うために保育料とともに徴収している

ものと考えられているので、新制度では、毎月徴収する利用者負担の中で徴収していくことが基本

となる。公定価格中の利用者負担は、月額25,700円を限度として定めることとしているが、現在

の保護者負担（保育料＋入園料＋施設整備資金＋その他の納付金））がそれを上回っている部分につ

いては、「上乗せ徴収」として各施設の判断で引き続き保護者から徴収することが可能とされている。

なお、実費として徴収するものと利用者負担及び上乗せ徴収とは重複することがないように設定す

る必要がある。上乗せ徴収を行う場合には、その額や理由について、保護者に事前に説明し、同意

を得ることが必要となる。 

 

ウ 新制度の下で入園時に行う上乗せ徴収を全て「入園料」と総称することは適当ではなく、説明責

任を果たす観点から実際の使途に見合った具体的な名目を設定することが必要である。 
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２ ２号認定子ども及び３号認定子どもの利用者負担 

 

（１）国および西宮市における現行の利用者負担（月額保育料）            （単位：円） 

階層区分 

 国 

西宮市 

保育所の保育料 

保育ルーム・ 

小規模保育事業の 

保育料 

推定年収 
3歳 

未満 

3歳 

以上 

3歳 

未満 

3歳 

以上 

3歳 

未満 

3歳 

以上 

Ａ 生活保護世帯等 － 0 0 0 0 0 0 

Ｂ 

前年度市民税非課税世帯 

（母子・父子世帯等） 
～260万円 9,000 6,000 

０ ０ ０ ０ 

前年度市民税非課税世帯 

（上記以外の世帯） 
4,500 3,000 1,900 1,400 

Ｃ 
市民税 課税世帯 

（所得税非課税世帯） 
～330万円 19,500 16,500 10,400 8,800 6,700 4,800 

Ｄ1 
所得税額 

9,500円未満の世帯 
～470万円 30,000 27,000 

16,500 14,800 7,400 5,300 

Ｄ2 
所得税額9,500円以上 

40,000円未満の世帯 
24,000 21,600 17,500 12,600 

Ｄ3 
所得税額40,000円以上 

56,000円未満の世帯 
～640万円 44,500 41,500 

35,600 30,800 26,500 19,100 

Ｄ4 
所得税額56,000円以上 

103,000円未満の世帯 
39,100 33,800 29,400 22,100 

Ｄ5 
所得税額103,000円以上 

129,000円未満の世帯 
～930万円 61,000 58,000 

56,100 35,400 34,800 25,100 

Ｄ6 
所得税額129,000円以上 

413,000円未満の世帯 
59,100 37,300 37,100 26,700 

Ｄ7 
所得税額413,000円以上 

734,000円未満の世帯 
～1,130万円 80,000 77,000 79,200 38,100 40,000 28,800 

Ｄ8 
所得税額 

734,000円以上の世帯 
1,130万円～ 104,000 101,000 98,800 41,000 49,400 31,000 
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（２）国が示す新制度における利用者負担の基準（上限額）              （単位：円） 

階層区分 

 

国 

３号認定子ども 

（３歳未満） 

２号認定子ども 

（３歳以上） 

推定年収 保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間 

生活保護世帯等 － 0 0 0 0 

市民税 非課税世帯 ～260万円 9,000 9,000 6,000 6,000 

市民税 課税世帯 

（所得税非課税世帯） 
～330万円 19,500 19,300 16,500 16,300 

市民税 所得割課税額 

97,000円未満 
～470万円 30,000 29,600 27,000 26,600 

市民税 所得割課税額 

97,000円以上169,000円未満 
～640万円 44,500 43,900 41,500 40,900 

市民税 所得割課税額 

169,000円以上301,000円未満 
～930万円 61,000 60,100 58,000 57,100 

市民税 所得割課税額 

301,000円以上397,000円未満 
～1,130万円 80,000 78,800 77,000 75,800 

市民税 所得割課税額 

397,000円以上 
1,130万円～ 104,000 102,400 101,000 99,400 

※ただし、給付単価を限度とする。 
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本市の考え方  

 １階層区分について、本市における現行の階層区分と同様に 11階層の方向で検討する（国が示す階

層区分は8階層）。 

 ２新たに必要となる財政措置を考慮した上で、他都市と大きな乖離が生じない水準を目指し、利用者

負担額を引き下げる方向で検討する。 

３国が示す３号認定の利用者負担基準は１種類のみであり、施設型給付と地域型保育給付で利用者負担額に

差は設けられていない。 

一方、現行の保育ルーム等の利用者負担額は、設置基準や利用条件が認可保育所と異なることから、認可

保育所の利用者負担額より低く設定してきた経過がある。 

地域型保育事業は、本市における待機児童の解消において重要な役割を担っており、今後とも地域型保育

事業の利用促進を図る観点から、地域型保育事業の利用者負担については、施設型給付とは別の利用者負

担額の設定を検討する。 

４地域型保育事業の利用者負担については、保育標準時間利用と保育短時間利用を同額の方向で検討する。 

 

５2号認定子ども（満3歳以上）の利用者負担のイメージ （月額） 

階層区分 

 国 

西宮市 

（現行水準を基に 

したイメージ） 

推定年収 
保育標準 

時間 
保育短時間 

保育標準 

時間 

保育短時間 

※1 

Ａ 生活保護世帯 － 0円 0円 0円 0円 

Ｂ 

市民税 非課税世帯 

（母子・父子世帯等） 
～260万円 6,000円 6,000円 

０円 ０円 

市民税 非課税世帯 

（上記以外の世帯） 
3,000円 3,000円 

Ｃ 
市民税 課税世帯 

（所得税非課税世帯） 
～330万円 16,500円 16,300円 8,800円 8,700円 

Ｄ1 
市民税 所得割課税額 

97,000円未満 
～470万円 27,000円 26,600円 

14,800円 14,600円 

Ｄ2 21,600円 21,300円 

Ｄ3 市民税 所得割課税額 

97,000円以上 

169,000円未満 

～640万円 41,500円 40,900円 

30,800円 30,400円 

Ｄ4 33,800円 33,300円 

Ｄ5 市民税 所得割課税額 

169,000円以上 

301,000円未満 

～930万円 58,000円 57,100円 

35,400円 34,900円 

Ｄ6 37,300円 36,700円 

Ｄ7 
市民税 所得割課税額 

301,000円以上397,000円未満 
～1,130万円 77,000円 75,800円 38,100円 37,500円 

Ｄ8 
市民税 所得割課税額 

397,000円以上 
1,130万円～ 101,000円 99,400円 41,000円 40,400円 

※1 国の保育標準時間から保育短時間への減額率を、本市における現行の保育料に乗じて算出したもの。 

※ただし、給付単価を限度とする。 
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６３号認定子ども（満3歳未満）の利用者負担のイメージ （月額） 

階層区分 

 

 

国 

認定こども園 

保 育 所 

地域型保育事業 

西宮市 

（現行水準を基にしたイメージ） 

認定こども園 

保 育 所 

地域型保育 

事業 

推定年収 
保育標準 

時間 
保育短時間 

保育標準 

時間 

保育短時間 

※1 

保育標準時間 

保育短時間 

（同額） 

Ａ 生活保護世帯 － 0円 0円 0円 0円 0円 

Ｂ 

市民税 非課税世帯 

（母子・父子世帯等） 
～260万円 9,000円 9,000円 

０円 ０円 ０円 

市民税 非課税世帯 

（上記以外の世帯） 
4,500円 4,500円 1,900円 

Ｃ 
市民税 課税世帯 

（所得税非課税世帯） 
～330万円 19,500円 19,300円 10,400円 10,300円 6,700円 

Ｄ1 
市民税 所得割課税額 

97,000円未満 
～470万円 30,000円 29,600円 

16,500円 16,300円 7,400円 

Ｄ2 24,000円 23,700円 17,500円 

Ｄ3 市民税 所得割課税額 

97,000円以上 

169,000円未満 

～640万円 44,500円 43,900円 

35,600円 35,100円 26,500円 

Ｄ4 39,100円 38,600円 29,400円 

Ｄ5 市民税 所得割課税額 

169,000円以上 

301,000円未満 

～930万円 61,000円 60,100円 

56,100円 55,300円 34,800円 

Ｄ6 59,100円 58,200円 37,100円 

Ｄ7 

市民税 所得割課税額 

301,000円以上 

397,000円未満 

～1,130万円 80,000円 78,800円 79,200円 78,000円 40,000円 

Ｄ8 
市民税 所得割課税額 

397,000円以上 
1,130万円～ 104,000円 102,400円 98,800円 97,300円 49,400円 

※1 国の保育標準時間から保育短時間への減額率を、本市における現行の保育料に乗じて算出したもの。 

※ただし、給付単価を限度とする。 
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３ １号認定子どもの利用者負担 

 

（１）西宮市における現行の利用者負担 

 

 ア 公立幼稚園の利用者負担 

区分 保育料（月額） 入園料 

４歳児 
9,600円   

10,000円   

５歳児 5,000円   

 

イ 公立幼稚園保育料減免後の納付すべき保育料 

区分 
 減免後の保育料 

（月額） 推定年収 

生活保護世帯 － 0円  

市民税 非課税世帯（母子・父子世帯等） － 0円  

市民税 非課税世帯 
～270万円 

1,200円  

市民税 所得割非課税世帯 2,400円  

平成25年度市民税 所得割課税額77,100円以下 又は 

平成26年度市民税所得割課税額が基準額以下の世帯 
～360万円 4,800円  

 

ウ 私立幼稚園の利用者負担 

保育料（月額） 入園料 

17,000円 ～ 30,000円 30,000円 ～ 130,000円 

※入園料は3年保育、保育料は3歳児の月額。 

    一部の幼稚園によっては保育料に教材費や給食費を含む場合がある。 

 

エ 平成２6年度 就園奨励助成金の支給金額（夫婦と子ども2人のモデル世帯の第1子の場合） 

区分 

 支給額（月額） 

推定年収 
満３歳児 

３歳児 
４歳児 ５歳児 

生活保護世帯 － 25,665円 25,665円 25,665円 

市民税 非課税世帯  

～270万円 16,600円 

17,300円 

16,600円 

市民税 所得割非課税世帯 16,600円 

市民税 所得割課税額 

77,100円以下の世帯 
～360万円 9,600円 13,700円 12,450円 

市民税 所得割課税額 

211,200円以下の世帯 
～680万円 5,180円 8,900円 7,650円 

市民税 所得割課税額211,20１円以上 

かつ総所得金額800万円未満の世帯 

総所得金額

800万円未満 
－ 8,900円 7,650円 
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（２）国が示す新制度における１号認定子どもの利用者負担（月額） 

 

階層区分 
 

利用者負担 
推定年収 

生活保護世帯 － 0円  

市民税 非課税世帯（市町村民税所得割非課税世帯含む） ～270万円 9,100円  

市民税 所得割課税額77,100円以下の世帯 ～360万円 16,100円  

市民税 所得割課税額211,200円以下の世帯 ～680万円 20,500円  

市民税 所得割課税額211,201円以上の世帯 680万円～ 25,700円  

※ただし、給付単価を限度とする。 

 

 

本市の考え方  

１階層区分について、国の基準と同様に、５階層とする（本市における現行の就園奨励助成金の階層

区分は７階層）。 

２公立幼稚園においても世帯の所得状況に応じた利用者負担額とする（応能負担）。 

３国が示す基準では、新制度への移行に伴い利用者の負担が増えることとなるので、現行における利用者の

実質的な負担を踏まえて、本市における利用者負担額は国が示す基準を軽減した金額に設定する。 

４１号認定子どもの利用者負担額は、現行の保育料等の平均額から幼稚園就園奨励費補助の単価を差し引い

た金額を基本として設定されている。他方、公立幼稚園の利用者負担について、国は、公立幼稚園に係る

施設型給付費の財源すべてが市町村の公費負担となるため、国としては公立幼稚園の利用者負担額を定め

ることを予定していない。そのため、本市において、公立幼稚園と私立幼稚園の利用者負担額を同額と

するか、別額とするかについて、今後検討する。 

 

 

階層区分 

利用者負担 

国が示す基準 

① 

西宮市における現行の 

実質負担平均額 

②（H25年度実績） 

Ａ 生活保護世帯 0円 0円 

Ｂ 

市民税 非課税世帯 

（母子・父子世帯等） 
0円 0円 

市民税 非課税世帯 

（上記以外の世帯） 
9,100円 6,800円 

Ｃ 
市民税 所得割課税額 

77,100円以下の世帯 
16,100円 11,000円 

Ｄ 
市民税 所得割課税額 

211,200円以下の世帯 
20,500円 16,000円 

Ｅ 
市民税 所得割課税額 

211,201円以上の世帯 
25,700円 21,200円 

※ただし、給付単価を限度とする。 
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（円）
26000 　

24,000
　①

22,000
　

20,000
　②

18,000

16,000

14,000
　

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ （所得階層）

就園奨励助成申請者の各所得階層人数及び分布率（平成26年度見込み）

９人
（0.1%）

３５９人
（4.5%）

４９３人
（6.2%）

３，３４９人
（42.1%）

３，７３７人
（47.1%）

合計　７，９４７人
（100％）

所得階層

Ⅰ：生活保護世帯

Ⅱ：市民税非課税世帯・市民税所得割非課税世帯

Ⅲ：市民税所得割額77,100円以下（年収約360万円以下）
Ⅳ：市民税所得割額211,200円以下（年収約680万円以下）
Ⅴ：市民税所得割額211,200円以上

（H25年度：総所得800万円未満）

1号認定子どもの利用者負担額について

①国が示す基準

②私立幼稚園 実質負担平均額(H25年度実績)

 

 

 

 

 

 

 

 

 


